
電子政府構築計画の見直しについて電子政府構築計画の見直しについて

基本的な考え方

計画の進捗状況などを踏まえ、2004年度（平成16年度）以降の電子政府構築に係
る政府の取組内容を明確化。

主なポイント

n 「電子政府の総合窓口」（ｅ－Ｇｏｖ）を活用し、手続情報の入手から複数申請の一
括提出までを行える手続のワンストップ化を2005年度末までに実現するなど、ワン
ストップサービスを拡大

n 申請件数の多い手続（年間平均１０万件以上）を重点に、オンライン利用を促進
※国の申請・届出手続は約1万3,000種類で年間総取扱件数は約10億7,000万件。年間10万件以上の手続（約1万3,000種類のうち
230種類）で全体の取扱件数の98％（約10億5,000万件）をカバー

n 業務・システムの見直し方針（最適化計画の事前段階として、業務処理の重複排除、外部委託、システ
ムの一元化・集中化等の改革事項を明記）を遅くとも2005年6月までに策定し、業務・システ
ムの最適化の全体像を早期に明確化するなど、業務・システムの最適化を推進

（参考）主な成果

? 国の行政機関が扱う申請・届出手続のオンライン化の環境整備が完了（97％の手続をオンライン化）（2003年度末）。

? 電子政府の総合窓口（e-Gov）を活用した手続のワンストップサービスの実施などを内容とする「行政ポータルサイトの整備方
針」を策定（2004年3月）。

? 政府全体の業務・システムの体系的な整理を完了し、2005年度末（平成17年度末）までに業務・システムの最適化計画を策定
する対象として72分野を選定。

? 人事・給与等業務・システムの最適化計画を策定（2004年2月）。
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電子政府構築計画に基づく施策の主要スケジュール電子政府構築計画に基づく施策の主要スケジュール

取組事項 2003年度 2004年度 2005年度

◆行政ポータルサイトの整備、
充実

◆ワンストップサービスの拡大

○電子政府の総合窓口(e-
Gov)を活用したワンストッ
プサービス

◆オンライン利用向上のため
の環境整備

○電子政府利用支援セン
ターの整備

○手続の簡素化・合理化

◆業務・システムの最適化

○内部管理業務

○共通システム（霞が関WAN、
政府認証基盤、府省内ネット
ワーク）

業務・ｼｽﾃﾑ
の体系整理

(2003.12)

対象72分野、
担当府省
決定(2004.1)

整備方針
(2004.3)

府省別計画
策定(2003.12)

人事・給与等業務・
ｼｽﾃﾑ最適化計画

(2004.2)
業務・
ｼｽﾃﾑ
見直し
方針

(2003.7)

電子政府の総合窓口（e-Gov）及び各省ﾎー ﾑﾍ゚ ｼー゙について、共通掲載項目の見直し、
表示位置の整合性を図るほか、情報提供を充実
※行政情報の電子的提供業務・ｼｽﾃﾑの見直し方針(2004.7まで)、最適化計画の策定、最適化の実施

e-Govの利用方法等についての案内、相談等に一元的に対応する
「電子政府利用支援センター」の整備(2006.3まで)

・各府省において、計画に基づき、必要性の乏しい手続の廃止、頻度軽減などの簡素化・合理化を実施(2006.3まで)
・業務・ｼｽﾃﾑの最適化計画策定過程（2006.3まで）においても、手続の簡素化・合理化の観点から重点的に見直し

電子政府の総合窓口（e-Gov）に、電子申請の受付等に係る各府省共通の機能を整備
→手続案内情報の入手から複数申請の一括提出までを行えるﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽの仕組みを整備 (2006.3まで)
※電子申請等受付業務・ｼｽﾃﾑの見直し方針(2004.7まで）、最適化計画の策定、最適化の実施

見直し方針
(2004.3)

国
民
の
利
便
性
・サ
ー
ビ
ス
の
向
上

Ｉ
Ｔ
化
に
対
応
し
た
業
務
改
革

新ｼｽﾃﾑ設計・開発（主要部分）
各府省で新ｼｽﾃﾑの
導入計画(2004.6目途）

順次、各府省で導入(2008.3まで)

官房基幹業務・ｼｽﾃﾑ最適化計画(2004.7まで) 最適化の実施

霞が関WAN、政府認証基盤の
最適化計画(2005.3まで)

府省内ﾈｯﾄﾜｰｸの最適化計画(2006.3までのできる限り早期)

最適化の実施

?人事・給与等

?共済、物品調達、物品管
理、謝金・諸手当、補助
金、旅費

・業務・ｼｽﾃﾑの見直し方針を策定(遅くとも2005.6まで)し、2005年度早期に業務・ｼｽﾃﾑの最適化
の取組の全容を明確化
・最適化計画の策定(2006.3までのできる限り早期)、順次、最適化の実施

－府省共通、一部関係府省業務・ｼｽﾃﾑ 21分野
ー個別府省業務・ｼｽﾃﾑ（旧式（ﾚｶ゙ｼー ）ｼｽﾃﾑを含む） 51分野


